
 

  

 

2024年５月23日 

各  位 

 
会 社 名 日 本 電 解 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長  CEO 中島   英雅 
 （コード番号：5759 東証グロース） 

問合せ先 執 行 役 員 財 務 担 当         松 﨑  靖 秋 
Email ir_team@nippon-denkai.co.jp 

 

継続企業の前提に関する事項の注記についてのお知らせ及び 

(訂正)「2024年３月期決算短信〔日本基準〕（連結)」の一部訂正について 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2024年３月期決算短信〔日本基準〕（連結)における継続企業の

前提に関する事項について、下記のとおり注記を追記することを決議いたしましたので、お知らせいたしま

す。  

 

記 

 

1. 当該注記を追記するに至った経緯 

当社は2024年５月15日に開示いたしました「2024年３月期決算短信〔日本基準〕（連結)」（以下、「決

算短信」といいます。）の「１．経営成績等の概況 （５）継続企業の前提に関する重要事象等」で、前連

結会計年度（2023年３月期）及び当連結会計年度（2024年３月期）において、重要な営業損失、経常損

失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており、当連結会計年度末において、シンジケート

ローン契約に付されている財務制限条項に抵触し、期限の利益等の喪失事由に該当していることから、

これらの事象又は状況の解消に向けた対応策を記載しております。 

決算短信発表時点において、当社は各対応策の実施・進捗状況を勘案して継続企業の前提に関す

る重要な不確実性はないものと判断し、継続企業の前提に関する事項の注記を記載しておりませんで

した。 

しかしながら、決算短信発表時点では、2024年３月期財務諸表の監査手続きは終了しておりません

でしたが、改めて会計監査人と協議した結果、2024年３月期決算短信に注記を追記し、記載内容を変

更することといたしました。注記内容については、「2.継続企業の前提に関する注記」をご参照下さい。 

 

2. 継続企業の前提に関する注記 

当社グループは、前連結会計年度に続き、当連結会計年度においても重要な営業損失、経常損失

及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上いたしました。また、当連結会計年度末において、手元

資金と比べて短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の残高の水準が高いことから、当該借入

金の返済が困難な状況にあります。 

これらの状況により、当社グループは継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しております。 

このような状況に対し、当社グループでは、当該事象又は状況の解消に向けて、今後の事業方針と

して(A)高付加価値分野へのシフト、(B)技術力の更なる強化、(C)連結子会社との事業シナジー拡大及

び(D)価格改定による利幅の改善・製造コスト低減を掲げ、収益性の向上に取り組んでまいります。 

(A)の高付加価値分野へのシフトについては、当社の技術優位性と品質・信頼性が活かせる高性能
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車載電池用銅箔や高速通信分野をターゲットにした高周波基板用銅箔に注力し、収益性の高い製品

の販売比率向上を目指します。 

(B)の技術力の更なる強化については、プロセス技術開発の推進を通じ、製品の更なる品質向上や

生産効率改善によるコスト競争力確保に努めてまいります。また、並行して、今後の市場ニーズに適合

する製品の開発も推進します。車載電池用銅箔においては、先進LIBや全固体電池等の次世代LIBの

要求特性に適合した機械特性や表面処理に特徴を有する製品の開発及び市場投入、回路基板用銅

箔においては、高速通信や高密度実装領域をターゲットとした製品の開発及び市場投入を継続的に

進めます。 

(C)の連結子会社との事業シナジー拡大については、昨今、自動車産業界において電動自動車シフ

トが急速に進み、車載用LIB向けの銅箔需要が世界的に高まっている状況を受け、連結子会社にて車

載電池用銅箔の生産開始に向けた体制の整備を進め、当社及び連結子会社より車載電池用銅箔が

供給できる体制を推進します。また需要に応じた更なる生産能力の増強についても検討を進めます。

連結子会社は、米国で長年の生産実績を有する電解銅箔メーカーであるとともに、顧客であるLIBセル

メーカーが新規工場を米国内に建設している状況であることから、その立地条件を活かして、米国市

場への製品供給を進めます。 

(D)の価格改定による利幅の改善・製造コスト低減については、適切なマージンを確保するべく、電

力価格変動を販売価格に反映する範囲の拡大に継続して取り組むとともに、費用削減に加え、生産現

場におけるDX・IoT化の効果刈り取りなどにより製造コスト低減を図ります。 

更に、資金面では、当連結会計年度末において財務制限条項に抵触しておりますが、取引先金融

機関から期限の利益等の喪失の権利行使をしないことに合意を得ていることから、引き続き金融機関

の支援を得られる見通しです。加えて、保有資産の売却や設備投資案件の厳選及び抑制等により、事

業及び運転資金の安定的な確保と維持に努めるとともに、財務体質の改善及び強化を図り、運転資

本の充実のため、あらゆる資本政策の可能性についても検討しております。 

しかしながら、現時点において、当社グループの対応策は実施途上にあり、今後の事業進捗や追加

的な資金調達の状況等によっては、当社グループの資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性があるた

め、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。 

 

3. 「2024年３月期決算短信[日本基準]（連結）」の一部訂正について 

上記、「継続企業の前提に関する注記」の記載追加に伴い、2024年５月15日付「2024年３月期決算

短信[日本基準]（連結）」の一部を下記のとおり訂正いたします。 

なお、変更箇所には下線を付しております。 

（１）訂正箇所 

（決算短信４ページ） 

【訂正前】 

（５）継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは、前連結会計年度において営業損失1,611百万円、経常損失1,840百万円、及び

親会社株主に帰属する当期純損失1,933百万円を計上いたしました。当連結会計年度においても、

営業損失1,034百万円、経常損失1,288百万円、及び親会社株主に帰属する当期純損失874百万円

を計上いたしました。また、当連結会計年度末において、シンジケートローン契約に付されている財

務制限条項に抵触し、期限の利益等の喪失事由に該当しております。 

これらの事象により、当社グループは継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在しております。 

このような状況に対し、当社グループでは、当該事象又は状況の解消に向けて、今後の事業方

針として(A)高付加価値分野へのシフト、(B)技術力の更なる強化、(C)連結子会社との事業シナジー

拡大及び(D)価格改定による利幅の改善・製造コスト低減を掲げ、収益性の向上に取り組んでまい

ります。 



(A)の高付加価値分野へのシフトについては、当社の技術優位性と品質・信頼性が活かせる高性

能車載電池用銅箔や高速通信分野をターゲットにした高周波基板用銅箔に注力し、収益性の高い

製品の販売比率向上を目指します。 

(B)の技術力の更なる強化については、プロセス技術開発の推進を通じ、製品の更なる品質向上

や生産効率改善によるコスト競争力確保に努めてまいります。また、並行して、今後の市場ニーズ

に適合する製品の開発も推進します。車載電池用銅箔においては、先進LIBや全固体電池等の次

世代LIBの要求特性に適合した機械特性や表面処理に特徴を有する製品の開発及び市場投入、

回路基板用銅箔においては、高速通信や高密度実装領域をターゲットとした製品の開発及び市場

投入を継続的に進めます。 

(C)の連結子会社との事業シナジー拡大については、昨今、自動車産業界において電動自動車

シフトが急速に進み、車載用LIB向けの銅箔需要が世界的に高まっている状況を受け、連結子会社

にて車載電池用銅箔の生産開始に向けた体制の整備を進め、当社及び連結子会社より車載電池

用銅箔が供給できる体制を推進します。また需要に応じた更なる生産能力の増強についても検討

を進めます。連結子会社は、米国で長年の生産実績を有する電解銅箔メーカーであるとともに、顧

客であるLIBセルメーカーが新規工場を米国内に建設している状況であることから、その立地条件

を活かして、米国市場への製品供給を進めます。 

(D)価格改定による利幅の改善・製造コスト低減については、適切なマージンを確保するべく、電

力価格変動を販売価格に反映する範囲の拡大に継続して取り組むとともに、費用削減に加え、生

産現場におけるDX・IoT化の効果刈り取りなどにより製造コスト低減を図ります。 

更に、資金面では、当連結会計年度末において財務制限条項に抵触しておりますが、取引先金

融機関から期限の利益等の喪失の権利行使をしないことに合意を得ていることから、引き続き金融

機関の支援を得られる見通しです。加えて、保有資産の売却や設備投資案件の厳選及び抑制等

により、事業及び運転資金の安定的な確保と維持に努めるとともに、財務体質の改善及び強化を

図り、運転資本の充実のため、あらゆる資本政策の可能性についても検討しております。 

以上の結果、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。 

 

【訂正後】 

（５）継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは、前連結会計年度に続き、当連結会計年度においても重要な営業損失、経常損

失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上いたしました。また、当連結会計年度末において、

手元資金と比べて短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の残高の水準が高いことから、

当該借入金の返済が困難な状況にあります。 

これらの状況により、当社グループは継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在しております。 

このような状況に対し、当社グループでは、当該事象又は状況の解消に向けて、今後の事業方

針として(A)高付加価値分野へのシフト、(B)技術力の更なる強化、(C)連結子会社との事業シナジー

拡大及び(D)価格改定による利幅の改善・製造コスト低減を掲げ、収益性の向上に取り組んでまい

ります。 

(A)の高付加価値分野へのシフトについては、当社の技術優位性と品質・信頼性が活かせる高性

能車載電池用銅箔や高速通信分野をターゲットにした高周波基板用銅箔に注力し、収益性の高い

製品の販売比率向上を目指します。 

(B)の技術力の更なる強化については、プロセス技術開発の推進を通じ、製品の更なる品質向上

や生産効率改善によるコスト競争力確保に努めてまいります。また、並行して、今後の市場ニーズ

に適合する製品の開発も推進します。車載電池用銅箔においては、先進LIBや全固体電池等の次

世代LIBの要求特性に適合した機械特性や表面処理に特徴を有する製品の開発及び市場投入、

回路基板用銅箔においては、高速通信や高密度実装領域をターゲットとした製品の開発及び市場

投入を継続的に進めます。 

(C)の連結子会社との事業シナジー拡大については、昨今、自動車産業界において電動自動車



シフトが急速に進み、車載用LIB向けの銅箔需要が世界的に高まっている状況を受け、連結子会社

にて車載電池用銅箔の生産開始に向けた体制の整備を進め、当社及び連結子会社より車載電池

用銅箔が供給できる体制を推進します。また需要に応じた更なる生産能力の増強についても検討

を進めます。連結子会社は、米国で長年の生産実績を有する電解銅箔メーカーであるとともに、顧

客であるLIBセルメーカーが新規工場を米国内に建設している状況であることから、その立地条件

を活かして、米国市場への製品供給を進めます。 

(D)の価格改定による利幅の改善・製造コスト低減については、適切なマージンを確保するべく、

電力価格変動を販売価格に反映する範囲の拡大に継続して取り組むとともに、費用削減に加え、

生産現場におけるDX・IoT化の効果刈り取りなどにより製造コスト低減を図ります。 

更に、資金面では、当連結会計年度末において財務制限条項に抵触しておりますが、取引先金

融機関から期限の利益等の喪失の権利行使をしないことに合意を得ていることから、引き続き金融

機関の支援を得られる見通しです。加えて、保有資産の売却や設備投資案件の厳選及び抑制等

により、事業及び運転資金の安定的な確保と維持に努めるとともに、財務体質の改善及び強化を

図り、運転資本の充実のため、あらゆる資本政策の可能性についても検討しております。 

しかしながら、現時点において、当社グループの対応策は実施途上にあり、今後の事業進捗や

追加的な資金調達の状況等によっては、当社グループの資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性

があるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。 

 

（決算短信13ページ） 

【訂正前】 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

【訂正後】 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

当社グループは、前連結会計年度に続き、当連結会計年度においても重要な営業損失、経常

損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上いたしました。また、当連結会計年度末にお

いて、手元資金と比べて短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の残高の水準が高いこと

から、当該借入金の返済が困難な状況にあります。 

これらの状況により、当社グループは継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在しております。 

このような状況に対し、当社グループでは、当該事象又は状況の解消に向けて、今後の事業方

針として(A)高付加価値分野へのシフト、(B)技術力の更なる強化、(C)連結子会社との事業シナジ

ー拡大及び(D)価格改定による利幅の改善・製造コスト低減を掲げ、収益性の向上に取り組んで

まいります。 

(A)の高付加価値分野へのシフトについては、当社の技術優位性と品質・信頼性が活かせる高

性能車載電池用銅箔や高速通信分野をターゲットにした高周波基板用銅箔に注力し、収益性の

高い製品の販売比率向上を目指します。 

(B)の技術力の更なる強化については、プロセス技術開発の推進を通じ、製品の更なる品質向

上や生産効率改善によるコスト競争力確保に努めてまいります。また、並行して、今後の市場ニ

ーズに適合する製品の開発も推進します。車載電池用銅箔においては、先進LIBや全固体電池

等の次世代LIBの要求特性に適合した機械特性や表面処理に特徴を有する製品の開発及び市

場投入、回路基板用銅箔においては、高速通信や高密度実装領域をターゲットとした製品の開発

及び市場投入を継続的に進めます。 

(C)の連結子会社との事業シナジー拡大については、昨今、自動車産業界において電動自動

車シフトが急速に進み、車載用LIB向けの銅箔需要が世界的に高まっている状況を受け、連結子



会社にて車載電池用銅箔の生産開始に向けた体制の整備を進め、当社及び連結子会社より車

載電池用銅箔が供給できる体制を推進します。また需要に応じた更なる生産能力の増強につい

ても検討を進めます。連結子会社は、米国で長年の生産実績を有する電解銅箔メーカーであると

ともに、顧客であるLIBセルメーカーが新規工場を米国内に建設している状況であることから、そ

の立地条件を活かして、米国市場への製品供給を進めます。 

(D)の価格改定による利幅の改善・製造コスト低減については、適切なマージンを確保するべく、

電力価格変動を販売価格に反映する範囲の拡大に継続して取り組むとともに、費用削減に加え、

生産現場におけるDX・IoT化の効果刈り取りなどにより製造コスト低減を図ります。 

更に、資金面では、当連結会計年度末において財務制限条項に抵触しておりますが、取引先

金融機関から期限の利益等の喪失の権利行使をしないことに合意を得ていることから、引き続き

金融機関の支援を得られる見通しです。加えて、保有資産の売却や設備投資案件の厳選及び抑

制等により、事業及び運転資金の安定的な確保と維持に努めるとともに、財務体質の改善及び

強化を図り、運転資本の充実のため、あらゆる資本政策の可能性についても検討しております。 

しかしながら、現時点において、当社グループの対応策は実施途上にあり、今後の事業進捗や

追加的な資金調達の状況等によっては、当社グループの資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性

があるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。 

 

（２）訂正理由 

 本訂正の訂正理由につきましては、「１．当該注記を追記するに至った経緯」をご参照ください。 

以 上 


